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はじめに

　本レポートは、サプライチェーン情報基盤研究会（以下SIPSと言う）の国際連携タスクフォースにて行った、2014年度の調査活動をとりまとめたものである。

　SIPSは、我が国の企業が海外との取引、または海外への進出において、日本と対象国のサプライチェーン情報基盤の相互運用性を確保することにより、相互の企業にとってサプライチェーンの効率化を図り、日本を含む取引関係各国が形成する経済産業ネットワークの構築により、国際経済社会の成長を牽引することを目的として設立された。

　国際連携タスクフォースでは、国際取引および海外現地取引における安全で効率的な電子化を推進するため、グローバルサプライチェーンのための国際物流IT戦略調査、およびアジア進出日系企業の現地取引電子化可能性調査を行い、関連タスクフォースと国連CEFACT日本委員会・標準促進委員会と協力して、国際連携調査研究活動を国連CEFACTおよびアジア地域において展開した。

　本レポートでは、上記目的のために行われた次の活動を報告する。
	・「グローバルサプライチェーンのための国際物流IT戦略」ラウンドテーブル
	・国連CEFACTフォーラム
	・国連ESCAP/APTFF/UNNExT会議
	・アジア進出日系企業のIT/EDI事情調査

以上
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2014年度　国際連携タスクフォース委員

リーダー	河野　祐一	住友化学株式会社
特別会員	山内　大二郎	一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会
特別会員	石垣　　充	一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会
	会　　員	藤野　裕司	データ・アプリケーション株式会社
会　　員	谷川　伸司	キャノンソフトウェア株式会社
会　　員	琴賀岡　忠宏	キャノンソフトウェア株式会社
会　　員	内藤  和弘	小島プレス工業株式会社
会　　員	遠城　秀和	NTTデータシステム技術株式会社
会　　員	貴田  隆行	株式会社NTTデータ
会　　員	長田  信哉	株式会社NTTデータ
会　　員	安部　和人	株式会社 JSOL
会　　員	小川　楽	株式会社 JSOL
会　　員	稲野　清治	株式会社グローバルワイズ
会　　員	鳥羽  光生	株式会社グローバルワイズ
会　　員	仲矢　靖之	ＴＩＳ株式会社
	会　　員	須田　尚克	ＴＩＳ株式会社
	会　　員	竹内　正人	株式会社インテック
	会　　員	吉田 　 敦	株式会社インテック
	業界委員	斉藤　良一	共通XML／EDI実用化推進協議会
	業界委員	武山　一史	一般社団法人日本物流団体連合会
	業界委員	津川　雅良	全日本電設資材卸業協同組合連合会
	業界委員	宮軒　治雄	全日本電設資材卸業協同組合連合会
業界委員	鈴木　耀夫	NPO法人観光情報流通機構
業界委員	川内　晟宏	特定非営利活動法人ITコーディネータ協会
	オブザーバー	加藤　重雄	パティオシステムズ株式会社
	事 務 局	菅又　久直	サプライチェーン情報基盤研究会	　
	事 務 局	坂本　理枝	サプライチェーン情報基盤研究会	　
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[bookmark: _Toc422831488]１．ラウンドテーブル報告
　SIPSでは、「グローバルサプライチェーンのための国際物流IT戦略」につき、自由な意見交換を行う場として、2014年9月3日、ラウンドテーブルを開催した。
　国際物流に課題を抱える荷主企業、物流企業、NACCS、及びIT企業の有識者と意見を交えながら、それぞれ立場の違う観点から問題を提起し、今後の国際物流IT戦略につき活発な議論が行われた。

[bookmark: _Toc422831489]１．１　ラウンドテーブル審議内容

テーマ：グローバルサプライチェーンのための国際物流IT戦略
日時：2014年9月3日（水）10：00～17：00
場所：IBM箱崎ビル　7階　ボードルーム

目的：
「ユーザー企業の国際物流ニーズ」「ロジスティックス企業のグローバルIT戦略」「貿易手続IT連携プラットフォーム」などにつき、自由な意見交換を行う。

出席者：
ファシリテイター	遠城　秀和	NTTデータシステム技術株式会社
ファシリテイター	兼子　邦彦	小島プレス工業株式会社
ファシリテイター	河野　祐一	住友化学株式会社
参加者		大林　孝至	日本通運株式会社
参加者		奥田　充	三菱商事株式会社
参加者		貴田　隆行	株式会社NTTデータ
参加者		須田　尚克	ＴＩＳ株式会社
参加者		谷川　伸司	キヤノンソフトウェア株式会社
参加者		種　明日香	日本アイ・ビー・エム株式会社
参加者		津田　聡	株式会社JSOL
参加者		寺嶋 一郎	積水化学工業株式会社
参加者		長嶋　伸雄	DHLジャパン株式会社
参加者		長田　信哉	株式会社NTTデータ
参加者		比留間　祐太	日本通運株式会社
参加者		深沢 修		旭化成せんい株式会社
参加者		藤野　裕司	株式会社データアプリケーション
参加者		松田　誠司	輸出入・港湾関連情報処理センター
株式会社
参加者		山内　大二郎	一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会
参加者		山岡　時生	輸出入・港湾関連情報処理センター
株式会社
事務局		菅又　久直	サプライチェーン情報基盤研究会
事務局		坂本　理枝	サプライチェーン情報基盤研究会

審議事項：
・課題認識
・ロジスティックスIT戦略の現状と将来像
・国際物流情報連携のIT基盤と活用

[bookmark: _Toc422831490]１．２　提言に変えて
　以上の議論をもとに、事務局にて次の仮提言をまとめた。

（１）グローバル化推進においてはぶれない視点が必要である
　グローバルビジネス（GB）、グローバルサプライチェーン（GSCM）、グローバルロジスティックス（GL）の課題・要件は異なる。混同すると、取引先（サービス提供先）や社内部門間の調整に歪みを生じ、全体最適化が困難となる。
· GBの視点：現地ビジネスの立ち上げからGSCM、そしてそれを支えるGLやITまで含めた企業ガバナンスが必要である。
· GSCMの視点：グローバルベースの生産・在庫・販売を管理できる仕組みが必要である。
· GLの視点：発地から着地にいたるまでの物の流れとコスト管理、および緊急物流等への対応が必要である。

（２）荷主の要求はグローバルサプライチェーンの可視化である
　荷主のGLへの要求はGSCMのための可視化である。そのためには、ロジスティックス企業やNACCSへの要求のみならず、GL情報をGSCMに活用する荷主自身の社内システムも重要である。
· ロジスティックス企業：発地から着地にいたるまでの貨物トラッキング情報と物流コスト明細の提供。
· 荷主のシステム：ロジスティックス企業への情報提供要求仕様の明確化、社内における物流情報の統合、社内GSCMシステムとの情報連携。

（３）貿易手続プラットフォームは関連企業の連携によって構築するものである
　貿易手続プラットフォームはNACCSだけが提供するものではなく、NACCS、ロジスティックス企業、ITベンダー、および荷主のシステムとの情報連携で形成される。
· NACCS：NACCSで得られた情報をサプライチェーンにおけるプレイヤーと共有するとともに、他国のシングルウィンドウとの情報連携サービスを行うのが望ましい。 法的規制に基づく部分はNACCSでしっかりと行ってもらい、ユーザーの民民業務要求を安易に組込み、システムの肥大化は避けるべきである。
· ロジスティックス企業：荷主の要件に合わせて、物流と情報の流れを一体化した仕組みを提供。
· ITベンダー：NACCSやロジスティックス企業が提供する情報連携ウィンドウを活用して、個々の荷主のシステムとの情報連携基盤を提供する。

[bookmark: _Toc422831491]１．３　ラウンドテーブルフォローアップ
　ラウンドテーブルで重点課題となったグローバルサプライチェーンの見える化について、今後の実証実験を視野に入れたモデル案を策定した。



[bookmark: _Toc422831492]２.　国連CEFACTの動向
　国連CEFACTは国連欧州経済委員会の下にあり、貿易手続円滑化と電子ビジネスの促進、それらに関するグローバルなポリシーや技術仕様の制定を目的として設立された国連組織であり、従来の国連EDI標準EDIFACTの保守、次世代EDIのための各種技術仕様やEDI共通辞書の整備などを推進している。
　2014年は、4月（スイス：ジュネーブ）および10月（インド：ニューデリ）に開催された国連CEFACTフォーラムに参加した。

[bookmark: _Toc422831493]３．AFACTにおける活動
　AFACT（アジア太平洋貿易手続簡易化と電子ビジネス促進センター）は国連CEFACTが開発した貿易円滑化と電子ビジネスに関する国際標準等の普及を図るために、国連CEFACTアジア地区ラポーターと連携して活動する非営利の団体で、現在アジアの19カ国・経済圏が参加している。
　AFACTは加盟国の持ち回りで議長を務めており、2014年はタイが議長国となり、5月にチェンマイで運営会議が、11月にバンコクで総会が開催された。

[bookmark: _Toc422831494]４．国連ESCAPにおける貿易円滑化動向
　国連ESCAPは、国連経済社会理事会の地域委員会の一つで、アジア太平洋地域の経済、社会開発のための機関である。2009年より貿易手続円滑化と電子ビジネスを促進する「アジア太平洋貿易円滑化フォーラム」を開催している。
　UNNExT（国連アジア太平洋電子取引専門家ネットワーク）は、電子取引と貿易シングルウィンドウを、国際標準に基づき、アジア太平洋地域の主に発展途上国において促進する地域情報ハブを目指し2009年に国連ESCAPと国連ECEが協力し発足したグループである。国際標準（国連CEFACT、WTO）に則り、電子取引と貿易のシングルウィンドウ化のための調査分析・知識共有・ツールとガイド整備・教育研修・地域技術支援などの活動を行っている。



[bookmark: _Toc422831495]５．アジア進出日系企業のIT/EDI事情
アジア進出の日系現地法人を訪問し、現地および国際サプライチェーンにおける取引文化の違いによる課題とITによる解決支援ニーズについて、現場の実態を知るべくヒアリングを行った。当調査は、国連CEFACT日本委員会・サプライチェーン情報基盤研究会（SIPS）が日本国内で進めている国際標準に基づく業界横断EDI仕様が、いずれアジア地域においても容易に導入可能で且つ役立つものになるのかを見通すことを目的としている。
2014年は、ベトナム現地進出の日系製造業を中心に、それら日系企業のIT化支援を行っているIT企業を訪問した。

[bookmark: _Toc422831496]５．１　企業訪問日程：
11月30日（日）  東京／名古屋発　ホーチミン市着
12月 1日（月）  日本アジアビジネス協会、トランスコスモス・テクノロジックアート、
サッポロビール訪問
12月 2日（火）  フジクラ、イオン・モール、バリバス訪問、アーネストヤング面談
12月 3日（水）  ホーチミン市発　ハノイ着
12月 4日（木）  NTTデータ訪問、NTTベトナム面談、スタンレー電気、
ベト・チュアン訪問
12月 5日（金）　住友商事、タンロン工業団地、ドラゴンロジスティックス、
		　 NTTコミュニケーション訪問
12月 6日（土）　ハノイ発
12月 7日（日）　東京／名古屋着

[bookmark: _Toc422831497]５．２　訪問団の構成：
　稲野　清治	グローバルワイズ株式会社
  斉藤　良一	共通XML／EDI実用化推進協議会
　佐々木　竜士	インテック・ベトナム（現地合流）
　菅又　久直	サプライチェーン情報基盤研究会
　土田　英紀　　NTTベトナム株式会社
　内藤　和弘　　小島プレス工業株式会社
　藤野　裕司　　データ・アプリケーション株式会社
  吉田　敦	株式会社インテック

[bookmark: _Toc422831498]５．３　調査の目的：
　アジア進出（今回はベトナムが対象）の日系現地法人を訪問し、現地および国際サプライチェーンにおける取引文化の違いによる課題とITによる解決支援ニーズについて、現場の実態を知るべくヒアリングを行う。当調査は、国連CEFACT日本委員会・サプライチェーン情報基盤研究会（SIPS）が日本国内で進めている国際標準に基づく業界横断EDI仕様が、いずれアジア地域においても容易に導入可能で且つ役立つものになるのかを見通すことを目的としている。
なお、訪問先は、現地進出の日系製造業を中心に、それら日系企業のIT化支援を行っているICT企業、およびベトナム地域全般の状況を知るために、日本アジアビジネス協会も訪問した。

[bookmark: _Toc422831499]５．４　現地企業調査総括：
[bookmark: _Toc422831500]５．４．１　ベトナムの国情
　ベトナムの人口8,971万人（2013年）、20歳未満人口は35.2%、65歳以上6.3%（2010年）、人口増加率1.2%（2010年）であり、前年度現地調査のインドネシアと同様人口ボーナス期と言われる経済成長が期待される国の一つである。一人あたりGDPは1,902米ドル（2013年）で未だインドネシアの半分であるが、人口ボーナス期でもあり、特に都市部の消費経済成長が期待される。
　ただし、今回の調査でも見え隠れした行政の不透明さなど構造的な問題の改革が望まれる。また、本年5月に発生した中国の南シナ海掘削に抗議する反中デモなど、越中関係の悪化がベトナム経済に及ぼす影響なども懸念されるところである。

[bookmark: _Toc422831501]５．４．２　インフラ整備状況
　電力、交通、通信のインフラは未だ整備途上であるとともに、法制度の運用など不透明なところがある。
　電力は、電力システム（送電線や変電所）の不安定により、ところによっては週に3回程度の停電がある。しかし、市の中心部（役所およびビジネス街）や新設された工業団地などでは、自前の高圧変電所などを設置し、安定した電源を確保している。
高度な公共交通機関（地下鉄等）は建設に着手したばかりであり、道路の交通渋滞は恒常的である。特に、通勤の90％はオートバイと言われ、朝夕のバイク通勤ラッシュはすざましいものがあり、年間1万人から１万５千人もの交通事故死を招いている。
通信系統は、電力システムと同じく、整備されている所（市の中心部や工業団地）とそうでない所の差が大きい。特に国際回線のトラブルが多いようである。日系の通信会社（NTTコミュニケーション）の進出で、国際ネットワーク基盤の整備が進められている。
徴税や通関、役所への申請等において法制度の運用が恣意的に行われ、特に袖の下の要求が公然と行われているようである。日系の大手企業や工業団地などでは、役人への不透明なお金の支払い拒否運動を初めているが、未だ接待や贈答などの習慣は改善されていないようである。
[bookmark: _Toc422831502]５．４．３　ビジネス環境
　現地企業との取引においては、注文・請求支払など、今回の現地調査では特に商習慣が日本と異なって困ると言う言葉は聞かなかった。
　今回の現地調査では、現地の従業員は勤勉で特に手先が器用との評価を聞いた。ただし、所得水準が低いことから、社内盗難を防ぐための管理システムが必要との声があった。また、低所得の従業員のために、無償で朝食を提供するなどの心配りをしている日系企業もあった。
[bookmark: _Toc422831503]５．４．４　EDI事情
　企業間の情報交換は、電子メールが主体であり、EDIの実装やその必要性についての意見は少なかった。

[bookmark: _Toc422831504]５．５　ベトナムの国情：
＊以下のデータは主にJETROの資料を参照して作成した。
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[bookmark: _Toc422831505]　５．６　現地企業訪問（ホーチミン市及び郊外）：
　ホーチミン市では、ベトナムのビジネス全体像を掴むため、まず日本アジアビジネス協会を訪問し、その後ICT企業のトランスコスモス・テクノロジックアート社、製造工場のサッポロビール、フジクラ、バリバスを訪問、最後にアーネスト＆ヤングと面談してビジネス環境について話し合った。
なお、上記企業・工場訪問の合間に、本年11月にオープンしたばかりのイオン・モール2号店（ビンズン省）を訪問し、店内の案内をしていただいた。

[bookmark: _Toc422831506]５．７　現地企業訪問（ハノイ及び郊外）：
　ハノイでは、NTT系の企業、NTTデータ、NTTコミュニケーションを訪問するとともに、NTTベトナムと面談した。製造工場ではスタンレー電子と日系企業の取引先である現地（ベトナム）企業のベト・チュアンを訪問。また、住友商事に工業団地戦略をお伺いした後、タンロン工業団地とその団地内にあるドラゴン・ロジスティック社を訪問した。
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タイ インドネシア ベトナム

総人口 6,813万9,000人 2億3,251万7,000人 8,902万人

20才未満 29.40% 35.50% 35.20%

65才以上 7.70% 6.10% 6.30%

人口増加率 0.70% 1.20% 1.20%

ASEAN３国の人口構成
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タイ インドネシアベトナム

2009年 3,941 2,329 1,068

2015年推計値 6,269 4,441 1,772

ASEAN3国の1人当たりGDP（米ドル）
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タイ インドネシア ベトナム

上位20%の平均可処分所得 23,467 10,534 8,571

下位20%の平均可処分所得 1,793 1,458 703

ASEAN３国の所得格差（年間米ドル）


image6.emf
タイ インドネシア ベトナム

富裕層（年間35,000ドル超） 2,007 2,530 604

上位ミドル（年間15,000-35,000ドル） 9,451 5,519 1,294

下位ミドル（年間5,000-15,000ドル） 30,100 76,808 15,530

低所得者（年間5,000ドル以下） 23,174 145,108 68,850

ASEAN３国の所得分布（千人）
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タイ インドネシア ベトナム

エアコン 13.6 6.7 4.5

カラーTV 96.6 86.5 86.0

乗用車 13.3 7.8 1.1

パソコン 27.5 14.6 11.0

冷蔵庫 87.3 25.1 29.9

洗濯機 50.8 28.0 12.6

電子レンジ 61.0 22.8 17.1

ASEAN３国の耐久消費財普及率（2009年）
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2012年 2012年

金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

電話機・部品 12,717 21,244 16.1 67.1機械設備・部品 16,037 18,687 14.1 16.5

縫製品 15,093 17,947 13.6 18.9電子製品・部品 13,111 17,692 13.4 34.9

電子製品・部品 7,838 10,601 8.0 35.3織布・生地 7,040 8,397 6.4 19.3

履物 7,262 8,410 6.4 15.8電話機・部品 5,042 8,048 6.1 59.6

原油 8,224 7,278 5.5 △ 11.5石油製品 8,959 6,984 5.3 △ 22.0

水産物 6,093 6,717 5.1 10.3鉄・鉄くず 5,967 6,660 5.0 11.6

機械設備・部品 5,537 6,014 4.6 8.6プラスティック原料 4,804 5,714 4.3 18.9

木材・木製品 4,666 5,562 4.2 19.2繊維・皮原料 3,160 3,725 2.8 17.9

輸送機器・同部品 4,580 4,967 3.8 8.4動物用飼料・原料 2,455 3,078 2.3 25.4

コメ 3,673 2,925 2.2 △ 20.4化学品 2,780 3,042 2.3 9.4

合計（その他を含む） 114,573 132,135 100.0 15.3合計（その他を含む） 113,792 132,125 100.0 16.1

地場企業 50,528 51,222 38.8 1.4地場企業 53,849 57,696 43.7 7.1

外資企業 64,045 80,913 61.2 26.3外資企業 59,943 74,429 56.3 24.2

2013年

輸出（FOB 100万ドル） 輸入（CIF 100万ドル）

2013年

ベトナム主要品目輸出入
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人口 8,971万人（2013年）

面積 33万951km

2

1人当たりGDP 1,902米ドル（2013年）

2011年 2012年 2013年

6.2 5.3 5.4

18.6 9.2 6.6

3.6 3.2 3.5

-500 9,800 10,600

200 9,000 11,100

20,828 20,828 21,036

為替レート（1米ドルあたりのドン）

ベトナムの概況指標



実質GDP成長率（％）

消費者物価上昇率（％）

失業率（％）

貿易収支（100万米ドル）

経常収支（100万米ドル）


